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令和４年度第１回ふくしま知財戦略協議会

特別講演

弁理士 佐藤辰彦
創成国際特許事務所

東日本国際大学客員教授

開発と知財化の戦略的な進め方
～ふくしま知財戦略推進計画を進めるために～
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講演の概要

１．福島県の知財動向と課題

２．知財マネジメントのすすめ

３．知財マネジメントの成功例

４．知財マネジメントのために

５．提言
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１．福島県の知財動向と課題
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福島県の出願件数（日本人によるもの）
２０１４～２０１６平均

福島県の知財状況

特許・意匠・商標の出願件数は全国30位以下
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中小企業数に対する特許出願中小企業数の割合

福島県における

特許行政年次報告書 2022 年版



企業名 意匠登録件数（2017~2021）

１ 福島SiC １１

２ シンセイ ８

３ アサヒ通信 ７

４ トーニチ ５

５ 日特コーセイ ５

福島県企業の特許出願公開件数トップ10
（２０２１）

福島県企業の意匠登録件数トップ５
（２０２１）

福島県企業の特許・意匠・商標の出願動向
（2017～2021）

Jplatpatで検索

最近の福島県の知財状況
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特許・意匠・商標の出願件数は増加傾向になっていない。
特許は上位数社がけん引しています形。

企業名 特許出願公開件数（２０２１）

１ タンガロイ ３７

２ 日東紡績 １６

３ 会津大学 １５

４ 東洋システム １４

５ 福島県立医科大学 １１

６ 福島大学 ８

７ イームズロボティクス ７

８ 堤水素研究所 ６

９ 鈴康、福島SiC、ムネカ
タインダストリアル

４
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福島県 青森県

種別
2016
年

2017
年

2018
年

2019
年

2020
年

特許 282 307 228 260 282

実用新案 28 26 25 18 32

意匠 37 40 72 48 61

商標 467 523 539 578 439

種別
2016
年

2017
年

2018
年

2019
年

2020
年

特許 145 140 341 367 343

実用新案 8 9 9 11 11

意匠 43 28 53 34 50

商標 299 255 227 288 290

https://www.tohoku.meti.go.jp/chizai-enet/tohoku_data/akita.html

青森県の
特許出願件数の
最大値 367

福島県と青森県の出願件数の比較

特許では青森県以下の状態
青森県は２０１８年以降、大手出願人誘致で急増
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1. 南郷トマト
2. 土湯温泉
3. 会津みそ
4. 大堀相馬焼
5. なみえ焼そば
6. 会津田島アスパラ
7. 会津山塩
8. 奥会津金山赤カボチャ
9. 伊達のあんぽ柿
10.会津本郷焼

1. たっこにんにく
2. 嶽きみ
3. 大間まぐろ
4. 大鰐温泉もやし
5. 野辺地葉つきこかぶ
6. 風間浦鮟鱇
7. 十和田湖ひめます
8. 青森の黒にんにく
9. 横浜なまこ
10.津軽の桃
11.津軽海峡メバル
12.三沢昼いか
13.ときわにんにく

「地域団体商標」と「地理的表示（GI）」登録産品

青森県福島県

1. 南郷トマト
2. 阿久津曲がりねぎ
3. 川俣シャモ

1. 青森カシス（登録第1号）
2. 十三湖産大和しじみ
3. 小川原湖産大和しじみ
4. つるたスチューベン
5. 大鰐温泉もやし
6. 清水森ナンバ

福島県 青森県

青森県は「地域団体商標」「地理的表示」の獲得件数で福島を凌駕しています。
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分野 全国 福島

環境 ５３,０２９ ５６

エネルギー ３２,０４２ ４７

医療 １２,１９２ ２８

ロボット １０,６００ １９

ドローン ２,５１６ １３

農林水産 ３,５６０ １１

廃炉 ４５ １０

航空宇宙 ７,７９９ ９

リサイクル ２,８４１ ３

その他 ８５

福島県企業の特許出願公開件数（2021）

J-PlatPat [JPP]でキーワード検索

イノベ構想の重点分野の特許出願２０２１
分野別特許出願公開件数2021

環境 エネルギー 医療 ロボット ドローン

農林水産 廃炉 航空宇宙 リサイクル その他

環境

エネルギー

医療

ロボット

その他

ドローン

福島イノベーション・コースト構想が注力しています9分野の特許出願は増加しています。
ただし、いずれの分野も全体からみると1％以下。 8



ドローンの特許出願状況

特許情報から読み解くドローンビジネス
広報誌「とっきょ」Vol.44

世界の特許出願件数（2013年∼2017年の合計）
「農業」分野が群を抜いています。伸び率では
その次が「通信拠点」分野

世界的競争が激しく日本企業ではソニーが22位にランクされるレベル。
分野別では農業への活用分野が多数。

国内ではナイルワーク
ス社の出願が多い。

40/188
VALUENEX Radar 
Scope2022.07
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平成３０年度特許出願技術動向調査「ドローン」
特許庁平成３１年２月

日米欧中韓でも日本は後塵を拝しています。

ドローンの国際特許出願状況
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ドローン開発企業の事例

株式会社ナイルワークス（東京）
設立2015年 従業員32名 資本金9,782万円
• 農薬散布用ドローン「Nile -T20」などの企画・製造・販売を行う企業。
• 「Nile -T20」は圃場の上空30～50mを完全自動で飛行し農薬を散布、作

業の軽減が図れる。
• 高精度ドローンによって均質な農薬散布が実現でき、大型機械の入りに

くい小規模圃場や複雑な形の圃場を持つ農家に対して非常に優位性が高
い。

• 日本では農家の高齢化や高齢者不足といった課題があり、ドローンや
ICTなどを活用した農作業の効率化・省力化に関する市場規模は、今後
も高まっていくと見込まれる

• 同社は2021年に入り、住友商事株式会社とダイハツ工業株式会社、三井
住友ファイナンス&リース株式会社の3社より第三者割当増資を引き受け
た。

• そのため今後は、これら3社のノウハウを活用したさらなる成長も期待
される。

出典：今注目の「ドローン」ベンチャー・スタートアップ企業一覧【厳選
20社】アクシスコンサルティングラボ

J-PlatPat [JPP]でキーワード検索
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センシンロボティ

クス
ナイルワークス プロドローン エアロネクスト 楽天グループ

2017 0 3 38 1 8

2018 0 3 20 10 3

2019 21 23 23 99 9

2020 31 54 12 34 38

2021 28 14 13 22 26

出願数合計 80 97 106 166 84

特許件数 60 73 90 116 78
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ドローン関係スタートアップ

特許出願動向（2017~2021）

2017 2018 2019 2020 2021 出願数合計 特許件数

ドローン開発スタータップの特許化が進む

J-PlatPat [JPP]でキーワード検索
国内スタートアップの競争も激化し、先行企業の特許の蓄積が進む。



小括

• 福島県は、国内でも特意商の出願件数で30位以下の状態にあり、増加傾向がみられない。

• 福島県は、知財条例を制定し知財に注力しています青森県に凌駕されています。

• 福島県は、イノベーション・コースト構想が注力しています重点分野の特許出願件数は増加していますが国
内レベルでも1％以下の状態にある。

• 注目するドローン分野では、国際的には日本企業の特許出願が少なく、米欧中韓の後塵を拝しています。

• 国内スタートアップの競争も激化し、先行企業の特許の蓄積が進む。

• 知財は競争力の源泉で、知財の権利の獲得は技術や事業の陣取り合戦です。

• 知財の競争で勝てない限り、事業は成功しない。そのためには開発スピードと戦略が必要。
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２．知財マネジメントのすすめ
～競争に勝つために、開発、知財化、事業化をマネジメントする。

欧米の優良企業では、「知財・無形資産」の投資・活用を通じて競争優位
を確立し、製品価値を引き上げ高い利益率に結びつけ企業価値の向上に成
功しています
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知的財産を自社の競争力の源泉として事業活動の中に位置づけ、
収益を再投資することで、収益性と企業価値の最大化を図る経営戦略を構築するため、

事業戦略と研究・開発戦略、知財戦略の三位一体による経営戦略が必要。

出典：知的財産戦略推進事務局
から作成

活 用

創 造

保 護

収 益

発明･創作

知的財産権

事業を発展させる知的創造サイクル

事業の発展

２．企業にとって特許はなぜ必要か

⑥新たな創造への再投資

④特許権による技術独占

⑤差別化による収益拡大

③特許権取得

②差別化技術（発明）創出

①創造への投資

２．企業にとって特許はなぜ必要か知的創造サイクル
知財による競争優位の循環を目指す

事業戦略

知財戦略研究・開発戦略

知財と経営

三位一体の経営戦略
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知財マネジメントの視点～守りから攻めへの転換

• 知財の権利は、自社製品やサービスを「権利化」し

「防衛」する、“守り”がこれまでのあり方。

• “攻め”の知財戦略は、新規製品やサービスを他社に

先駆け「先行開発」し、これに関する一定のマー

ケットを握る（創る）「市場化」を進めること。

• 競争激化で知財の権利を市場競争力強化のための手

段として活用する「守りから攻めへ」の方向に進

化。

• 知財の権利・制度を戦略的に活用できるかが事業の

生死を決める。
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競合他社対策の推進

知財マネジメント

開発成果の市場化

守りの知財戦略

攻めの知財戦略

新規製品開発による競争資源強化

積極的な出願による権利の獲得

先行開発戦略

市場戦略

権利化戦略

防衛戦略



味（品質）・製法

ネーミング・
パッケージデザイン

パッケージの形状

男前豆腐

特許ノウハウ

意匠 商標

意匠登録第1234406号

・味による他社製品との差別化
・大豆とにがりの配合にこだわった商品開発
・既存の豆腐にはない柔らかさと甘さを実現

知財の総合力で勝つ～知財ミックス

価格競争からの脱却

従来の常識を
覆す豆腐

20,30代の若年層

男前豆腐

コンセプト

ターゲット ポジショニング

各種知財を組合わせた戦略的な取り組みが競争力を生む。

事業戦略

知財戦略

開発戦略

守りから攻めに
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商品デザインの知財戦略

意

匠

商

標

著

作

権

不

正

競

争

ROOtsのボディー
を変化させた
本意匠と関連意匠

実物

継続購入信頼

他社と違う商標
他社と違う宣伝

他社と違う品質
他社と違うサービス

企
業

消
費
者

認知

ブランド＝顧客吸引力

差別化

業務上の信用

ブランドは
作るもの

ブランドを創る

知財の仕組みの戦略的取り組みで勝つ

各種知財の仕組みを活用した戦略的な取り組みが競争力を生む。

守りから攻めに
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特許による参入障壁と競争力 競争力のある特許出願戦略

攻めの知財を創る

5

自社製品の

コア技術

周辺・関連技術

競業他社乙競業他社甲

関連特許

参入障壁

戦略の目標とする形態･･･特許権により、競業他社

に対する優位性を獲得・維持する。

特許権の効
力が及ぶ範囲

守るべきもの

他社製品との差別化、
訴求力・・・

事業を成長させる競争力ある知財を創る。

基本特許
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攻めの知財を創る

ビジネス関連に必要な事業モデルを策定し、先行して開発し
特許化することでビジネス市場の支配力を優位にする。

ビジネスモデル特許は市場を支配する。

特許
A

特許C 特許D

特許
B

市場

ビジネス関連特許による競争優位性

メルカリ（東京都港区、創業2013年）

「メルカリ」のビジネスモデルはフリマアプリで、個
人がネットを介して互いに中古品を売買（CtoC）。
「メルカリ」はそのプラットフォーム（オンライン
オークションサイト）を提供し手数料で収益を上げる
モデル。

「メルカリ」は2016年からビジネス関連特許出願を行
い、これまでに2017年1件、2018年4件、2019年42件，
2020年13４件の特許出願が公開されています。

知財戦略的に、フリマ市場を独占するため、特許で抑
える戦術。

0
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2017 2018 2019 2020 2021

メルカリ特許出願

当年出願 累積件数 累積特許件数

特許
A

特許C 特許D

特許
B

製品

技術関連特許は製品を支配
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J-PlatPat [JPP]でキーワード検索



研究開発段階のリスク

１．発明者との紛争
①発明の帰属に関する紛争
②職務発明の対価に関する紛争
２．情報汚染のリスク
①元他社社員の持ち込む情報のコンタミ
ネーション
②売り込み文書の管理
３．情報セキュリティ
①出願前の技術情報管理
②営業秘密としての管理
③ノウハウの管理
４．研究開発の断念のリスク
他社の先行特許群が商品化を断念させる

権利化段階のリスク

１．特許権等の特質
①特許権等の権利は管理しないと失われる
②権利の内容は審査・審判・訴訟で決ま
る。
③権利が突然無効になって権利が失われ
る。
２．権利化のリスク
権利化の失敗

３．権利維持のリスク
権利の棚卸し→知財コストの管理

４．権利の共有・共同出願のリスク

活用段階のリスク

１．提携事業のリスク

事業提携の契約締結の各段階でのリス
ク

秘密保持契約→技術提携契約→販売提
携契約

２．特許ライセンス契約のリスク

不当な権利行使→販売価格の制限・改
良発明のグランドバック

３．他社特許との紛争のリスク

無防備な市場化は紛争を起こす。

知財リスクを管理する

知財リスクの対応は事業の成長を左右する。

攻めために守る
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特許権侵害差止等請求事件（検査標本摘出用器具）

東京地裁 昭和５２年（ワ）第７９９８号（昭和５５年５月
９日判決）

＜判決＞

・ 被告の製造、販売する「臓器生検針」は、原告の「検査標
本摘出用器具」に関する特許発明の技術的範囲に属する。

・「臓器生検針」は、被告が、専用実施権を有する登録実用新
案権に係る考案を実施する意思で製造、販売されたもので
あるとしても、直ちに当該特許権侵害につき過失がなかっ
たとはいえない。

• 自社の製品について実用新案が登録されたので安心して製
品を製造販売した。

• 販売後、他社から特許権侵害で警告され、話し合いがつか
ず、特許権侵害で訴えられた。

• 自社の実用新案は原告の特許を利用するものであることが
判明し、敗訴した。

自己の実用新案の実施も侵害になることがある。

製品開発での事前調査不足

原告特許

被告実用新案

知財マネジメントの失敗事例
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出典：川口竜ニ 知財と研究開発戦略から

知財紛争に巻き込まれないために
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自社

知財の開発、権利化、事業化の段階で調査してリスク回避をする。



小括

（基本的姿勢）

• 知的財産を自社の競争力の源泉として経営戦略の中に
位置づけ、これを事業活動に組み入れ、収益性と企業
価値の最大化を図るために事業戦略と研究・開発戦
略、知財戦略との三位一体が必要。

（守りから攻めの知財）

• 知財の権利を市場競争力のための手段として活用する
「守りから攻めへ」の方向に進化させることが必要。

• 知財の権利・制度を戦略的に活用できるかが事業の生
死を決める

24

（戦略の視点）

• 各種知財を組合わせた戦略的な取り組みが競争力を生む。

（知財ミックス）

• 各種知財の仕組みを活用した戦略的な取り組みが競争力を

生む。（制度活用）

• 事業を成長させる競争力ある知財を創る。（知財ポート

フォリオ）

• 事業モデルを策定し、先行して開発し特許化することでビ

ジネス市場の支配力を優位にする。（ビジネスモデル特

許）

• 知財リスクの対応は事業の成長を左右する。（リスクマネ

ジメントが不可欠）



３．知財マネジメントの成功例

25



知財マネジメントの成功事例１
ー産業廃棄物の焼却炉の開発ー

• 数名のメンバーで開発した発明が業界を制覇し
た。

• 国内外でこの焼却炉が採用されています。

26

資本
金

5,000万円

従業
員

80人

株式会社キンセイ産業
（群馬県高崎市）

設立 1967年3月



• 基本特許 （特許第１９４３４９４号）

• 左の乾溜炉内で産業廃棄物を下から燃焼させて、これ
を熱分解させる。

• 産業廃棄物の熱分解で可燃性のガスが発生する。

• 発生した可燃性ガスを右の燃焼炉で完全燃焼させる。

知財マネジメントの成功事例１
ー産業廃棄物の焼却炉の開発ー
-

27

基本特許

• 基本特許の周りを周辺特許・応用特許33件で取り囲むパテ
ントポートフォリオが構築されています。

• このため、競争会社はこの事業分野に参入することができ
ない。

パテントポートフォリオ



• 1988年に基本特許を出願する。

• そのとき、基本発明の特許の障害にな
る先行技術は1つしかなかった。

• 先行技術を回避して基本発明の特許化
を実現した。

• 先の特許が公開される前に、次の開発
成果を特許出願することを繰り返し
た。

• その結果、他社の特許の参入を阻止し
て、34件の特許が成立した。

• 基本特許が2008年に消滅したが、他の
特許が沢山残っていますので、他社は
参入できない。

出願件数３ ６ １２ １５ １８９ ２１

1988

1992

1996

2002

2006

2012

2016

2022

年

基本

逆火防止

灰火促進

施回燃焼

交互燃焼

ｶﾞｽ上昇ｶﾞｲﾄﾞ

払出し機構

給気ﾉｽﾞﾙ

排気処理

焼却炉改良

消火処理

ﾎﾞｲﾗｰ制御

自動着火

完全燃焼

小型化

燃料化

灰溶融

灰溶融

出願中 特許権
1943494

2535274

2535273

2613345

2909393

2856685

2856686

3152581

2927689

3017661

2880425

3152586

3152588

2856693

3549778

3583043

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ

3549805

18ヶ月

18ヶ月

18ヶ月

知財マネジメントの成功事例１
ー産業廃棄物の焼却炉の開発ー

28



国名 特許件数 出願件数

米国 6 6

EPC 4 4

韓国 8 8

台湾 5 5

中国 7 7

インドネシア 4 4

タイ 3 3

マレーシア 2 2

シンガポール 4 4

フィリピン 1 1

合計 44 44

特許査定率 100％

• 国内：３５特許出願中３４件が特許許可された。

（特許許可率97.1％）

• 海外：４４件特許出願中４４件が特許許可された。

（特許許可率：１００％）

知財マネジメントの成功事例１
ー産業廃棄物の焼却炉の開発ー

29

〇他社対策の戦略

定期的に関連分野の出願を調査し、競合する出願に対して
異議申し立てをして排除してきた。

〇海外展開のためのライセンス戦略

海外展開のために初期から海外でも特許を取得し、これら
の特許を基礎として現地で製造できるパートナーを探し、
中国・韓国・台湾・アメリカ・インドにおいてライセンス
契約により、海外での事業展開を行っています。

〇海外展開のための事業戦略

日本の大手企業の海外の工場で製品が採用され、日本の
大手企業の海外工場に設置された製品をPRすることで海
外市場を拡大した。海外からの引き合いに対して、国内
の実施品を見学させ評価を得る事業戦略を展開していま
す。

海外展開のための特許戦略



フロンティア・ラボ株式会社

 創業： 1991年8月12日（創業30年）

 資本金：2,000万円

 事業内容：ガスクロマトグラフ（分析機器）に関する研究

開発/製造/販売

 市場占有率 (パイロライザー)：< 国内90%、< 海外60%

 従業員数： 60人（海外含む）

 海外拠点： 米国、ドイツ、中国、シンガポール、ロシア、

インド

30

2020

PY-2020iD

PY-2010
PY-2020D

創立

1991 2000 2010

EGA/PY-3030D
タンデムμ-リアクター

（Rx-3050TR）

Year

特許出願数と市場占有率<創立期から今日まで >

累積特許出願数の推移（特許成立97%、国内:36件、海外 5件）

市場占有率（>60%）マ
ー
ケ
ッ
ト
占
有
率
（
%
）

50

100

0

50

1991 1996 2001 2006 2011 2016

累
積
特
許
出
願
数

知財マネジメントの成功事例２

特許の蓄積に比例して市場占有率が増加しています。

パイロライザーの市場占有率は、国内が約90%、海外が約
60%。グローバルニッチトップ企業。

フロンティア・ラボ社作成



分析技術

周辺技術

技術ポートフォリオ

解析技術

熱分解装置

1. 特許第4002007号 気相反
応解析装置

2. 特許第3801355号 未知試
料検索方法、検索装置

3. ［米国特許6444979号］未
知試料検索方法、検索装置

4. 特許第5784548号 触媒反
応シミュレーション装置

解析技術

1. 特許第2742492号
ガスクロマトグラフィ用熱分解装置

2. 特許第3290968号 試料濃縮装置
3.［米国特許6190613号］試料濃縮装置

熱分解装置

1. 特許第3321382号 加熱装置用試料導入器具
2. 特許第3567154号 試料採取器
3. 特許第3792682号 試料容器の排出装置
4. 特許第3726094号 吸着型キャピラリーカラム
5. 特許第5033851号 加熱装置
6. 特許第5868908 号 試料容器
7. 特許第5439428 号 冷却濃縮装置及び冷却用治具
8. ［米国特許9207218号］扁平キャピラリーカラム

周辺技術

1. 特許第3290893号 気相成分分析装置
2. 特許第3965234号 熱分析装置
3. 特許第3615480号 試料の分析方法
4. 特許第4571892号 高分子試料分析装置
5. ［米国特許7655185号］高分子試料分析装置
6. ［EP1742035 号］高分子試料分析装置
7. 特許第4660799号 高分子試料分析装置
8. 特許第5087564 号 気相成分分析装置
9. 特許第5039186号 分析装置
10.特許第5087564 号 気相成分分析装置

分析技術

特許ポートフォリオ

知財マネジメントの成功事例２

フロンティア・ラボ社の知財ポートフォリオ

主力製品の周辺技術・応用技術を特許で抑えるポートフォリオで市場を制覇。 31



フロンティア・ラボ社のビジネスモデル

製造委託企業

製造 製造委
託組立、品質管

理資材調達
受注、発送

サポート

販
売

販売/サポート
サポート

マーケティング
顧客支援

営業部は無し

国内外の販売協力企
業

F-LAB

聴講

お客様

共同研究
研究開発

製品開発

応用開発
特許取得

学会報告/論文

情報
交換

共同
研究

32

特許関連の製品群

知財マネジメントの成功事例２

生産は外部委託のファブレス、販売は大手企業による委託販売
で、研究開発に集中するビジネスモデル

自社製品の競争力強化のためガスクロ本体の周辺技術・応用技
術を特許で抑える。

フロンティア・ラボ社作成

http://www.jeol.co.jp/
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwij-KORsPPmAhWuHqYKHVxzCQcQjRx6BAgBEAQ&url=https://www.nikkei.com/article/DGKKZO09203520V01C16A1TJE000/&psig=AOvVaw1Q4Zp_5cVNFEf7wZtL39Xh&ust=1578551072712195


知財エコシステムを創る

特許化 学会発表

研究開発

製品化 販売

ユーザー

他社参入障壁
defense

製品のブランド化
offense

大手有名企業外注（ファブレス）

委託販売

製品のプロモーション

フロンティア・ラボ

開発情報
大学

開発支援

競争力強化

33

（持てる知財の最大化のために）

フロンティア・ラボ社の知財エコシステム
 日本

・東北大学 Prof. Yoshioka 

・日本大学 Prof. Nemoto

・名古屋工業大学 Prof. Ohtani

・成蹊大学 Prof. Satokawa

・奈良文化財研究所 Dr. Shoda

 海外

・Daegu University（Korea）, Prof. Y-M, Kim

・Zhejiang University （China）, Prof. Kaige Wang

・India Institute of Tech. Madras (India), Prof. R. Vinu

・Carl von Ossietzky Uni. Oldenburg(Germany) Dr. Scholz-Böttcher

・University of Pisa（Italy）, Prof. Modugno＊
Internship in 2018, 2019

・Iowa State University（US）, Prof. Brown＊Internship in 2014

・Case Western Reserve University（US）, Prof. Advincula

・University of Massachusetts Lowell （US）, Prof. Grace Che

・University of Johannesburg（South Africa）,Prof. Meijboom＊
Internship in 2015

産学連携による研究開発

知財マネジメントの成功事例２

オープンイノベーションで開発スピードを上げる



• 精密小型モータの開発・製造において世界一のシェア。世
界シェアは約11%。（FDDやHDDのモーターが有名）

• 1973年4月 - 京都市において会社設立（資本金2,000万
円）。精密小型ACモーターの生産を始める。

• 永守重信現会長が、社員３名と共に、小さなプレハブ小屋
から日本電産はスタート。

• 技術としての発明をビジネスで使える権利としての特許に
練り上げるため、ビジネスユニットごとに、経営・開発・
知財の各観点の調和を志向した「三位一体体制」を敷く。

• 経営戦略の最大の特徴として、「シェアNo.1戦略」。同戦
略は①市場への一番参入②競合に先駆けた技術開発③コス
ト競争力の徹底追求

34

日本電産株式会社
資本金 877億84百万円
売上高 連結：1兆6180億64百万円
従業員数 連結：112,551名

知財マネジメントの成功事例３

日本電産者HPから



知財ポリシー（日本電産HPから）

• 組織、権利の確保、権利の活用、知財活動のグローバル化
の４分野で特許などの知的財産の確保。

• 有効な特許は、開発部門と知的財産部とが密接に連携して
１件１件の発明を精査することから生まれる。

• 特許はビジネスを保護できてはじめて価値を成すとの考え
のもと、発明発掘段階からビジネス上の有用性を問い、
「使える権利」の確保。

• 開発と知財との連携を重視し、開発された技術をいち早く
知的財産部にて把握し、権利としての価値を最大化するよ
う、発明発掘から権利化までの活動を展開。

• ビジネス上重要な開発テーマについては、特許取得活動自
体をプロジェクト化し、弁理士のみならず弁護士の協力も
仰いで各種手続を行っています。

• このような活動を通じて個々の特許の牽制力を極大化し、
実効的な参入障壁の構築を目指しています。(「特許網の目
作戦」)

資本金 877億84百万円
売上高 連結：1兆6180億64百万円
従業員数 連結：112,551名

知財マネジメントの成功事例３

日本電産株式会社

2017 2018 2019 2020 2021

単年度件数 641 901 1395 1026 878

累積件数 2 641 1542 2937 3963 4841

モータ関連 196 372 534 390 301

641
901

1395
1026 878641

1542

2937

3963

4841

196 372 534 390 301

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

日本電産2017～2021

特許出願公開件数

単年度件数

累積件数 2

モータ関連

• 毎年活発な特許出願が進められています。
• 中でも主力製品のモータ関連（H02K）は継続的に300件

以上の特許出願がされています。
• 主力製品の知財による実効的な参入障壁の構築を目指し

ています姿が伺える。

35

J-PlatPat [JPP]でキーワード検索



小括

• １兆6,000億円規模の日本電産も京都で社員４名、小さなプレハブ小屋からスタート。

• グローバルニッチトップとなれば大きな産業を生むことができる。

• そこでは「シェアNo.1戦略」のために

①市場への一番参入、②競合に先駆けた技術開発、③コスト競争力の徹底追求

を目指して成長しています。

• 戦略を支えていますのは、

①発明発掘段階からビジネス上の有用性を問い、②「使える権利」を確保、

③個々の特許の牽制力を極大化し、実効的な参入障壁を構築する知財マネジメント。

• キンセイ産業、フロンティア・ラボも規模は違っていますが、実施しています知財マネジメントは同じ。

• いずれもこれまで他者が仕掛けたことがない独自の世界を作っていますことが競争優位の原点です。

36



４．知財マネジメントのために
～知財経営を目指すために。

37



開発者

知財担当

弁理士

開発情報

知財情報

知財専門スキル

事業を成長させる
知財の構築と活用

知財の創出 ポートフォリ
オの構築

知財の戦略
的活用

経営者

経営情報

外部支援機関

①戦略的な知財活動のために

～四位一体のフォーメーションを創る

38

事業情報

INPIT知財総合支援窓口



弱み×脅威

弱み（Weaknesses）

強み×脅威

強み（Strengths）

強み×機会

機
会

（
O
p
p
o
rt

u
n
it
ie
s
）

弱み×機会

脅
威

（
T
h
re
a
ts

）

②持っています知財の実力を知る
～知財ビジネス価値評価

経営力の源泉となる技術力や特許やブランド力等の知的財産と事業との関係性
を評価して自社の知財の実力を把握する。 39

「IPランドスケープ」
課題構成マップの例

IPランドスケープ支援事業

https://www.inpit.go.jp/katsuyo/ipl/index.html

「知財ビジネス評価書」 https://www.jpo.go.jp/support/chusho/kinyu-katsuyo.html



これから（将来）

提供する価値

提供先から得るもの

収益の仕組み主要な資源
内部資源

外部調達資源（誰から）

知財

知財

資源をどのように用いて価
値を生み出すか

どんな相手と組んで

提供先へのアクセス法

知財の果たす役割

提供先（どんな相手に）

何を

資源 価値ビジネスモデル

事業概要 経営方針との関係

ビジネスモデル

内部資源

これまで（現状）

提供してきた価
値

提供先から得てきたもの

事業課題（弱
み）

これまでの外部環境

資源 価値

収益の仕組み主要な資源

外部調達資源（誰から）

知財

知財

資源をどのように用いて価
値を生み出してきたか

誰と組んで

提供先へのアクセス法

知財の果たしてきた
役割

提供先（誰に）

何を

＋要素

市場状況

－要素

経営方針との関係事業概要

こ
れ
ま
で

こ
れ
か
ら

「これから」の姿への移行のための戦略
解決策これからの外部環境 必要な資源

移行のための課題

＋要素

市場予測

－要素

知財

③目指す事業とそのために必要となる競争資源を知る。
～経営デザインシート

将来に向けて自社が持続的に成長するために、将来の経営の基幹となる価値創造メカニズムをデザインして移行させるため
のシートを描く。 40

(A) 自社の目的・特徴、経営方針を確認し、存在意義を意識した上で、
(B) 「これまで」の価値を生み出すしくみを把握し、
(C) 長期的な視点で「これから」の在りたい姿を構想し、
(D) それに向けて今から何をすべきか戦略を策定します。

マンガでわかる「経営デザインシート」

https://mirasapo-
plus.go.jp/hint/18567/



現状分析
将来像

「これから」の姿への移行のために求められるもの

③目指す事業とそのために必要となる競争資源を知る。
～経営デザインシート

から

41



42

③目指す事業とそのために必要となる競争資源を知る。
～経営デザインシート

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/keiei_design/index.html



43

④支援事業を活用する。
～国や県は知財経営を支援する事業を展開しています

INPIT知財総合支援窓口・知財ポータル https://chizai-portal.inpit.go.jp/

中小企業・スタートアップの知財活用アクションプラン
（中小企業庁＆特許庁・INPIT）

INPITにおける事業課題解決のための｢加速的支援事業（仮称）｣のスキーム

https://www.meti.go.jp/press/2021/12/20211227002/20211227002.html



44https://www.meti.go.jp/press/2021/12/20211227002/20211227002.html

④支援事業を活用する。
～国や県は知財経営を支援する事業を展開しています
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④支援事業を活用する。
～国や県は知財経営を支援する事業を展開しています



提言２０２２
○福島の事業者の皆様へ

• 開発なくして事業の成長はないが、知財なくして事業の成功はない。

• 知財により事業の競争力を強化するためには、知財マネジメントが必要。

• 知財マネジメントできる体制（人・組織・力）を創る。

○ふくしま知財戦略協議会の皆様へ

• 知財マネジメント（IPM）の学習機会を創ることが必要であり、

企業・学校・市町村でIPM塾を創る。（ヒトの裾野を広げる）

• イノベーション促進には起業家教育が不可欠であり、

起業家教育塾を創る。（企業の裾野を広げる）

• 製造品出荷額等や地域GDPの増加、雇用創出のためには、

世界で競争力を持つ企業群の創生が望まれるため、

開発力と熱意ある企業に対し、協議会メンバーが数年にわたり重点支援を行ってはどうか。

• 県等の知財支援を受けた企業は、年度内に1件以上出願することを義務付けてはどうか。
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2022年９月６日

ふくしま知財戦略協議会

特別講演

弁理士 佐藤辰彦
創成国際特許事務所

東日本国際大学客員教授

ご清聴ありがとうございました。
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